
重要な会計方針 

改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年１月

27 日改訂）並びに「「独立行政法人会計基準」並びに「独立行政法人会計基準注解」に関す

るＱ＆Ａ」（平成 28 年２月改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 ただし、「独立行政法人会計基準」第４３（注解３９）の規定については、「独立行政法

人通則法の一部を改正する法律」の附則第８条により、経過措置を適用しております。 

１ 運営費交付金収益の計上基準 

 業務達成基準を採用しております。 

 なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の

活動については期間進行基準を採用しております。 

２ 減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８年～４７年 

車両運搬具  ６年 

工具器具備品 ５年～１５年 

３ 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金

野菜勘定及び補給金等勘定は、役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。なお、畜産勘定、砂糖勘定、

でん粉勘定及び肉用子牛勘定は、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与

に係る引当金は計上しておりません。 

（２）退職給付引当金

退職一時金については、役職員の期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。 

また、役員及び職員に対して厚生年金基金制度を設けておりましたが、厚生労働大

臣から平成２６年１０月１日付けで厚生年金基金の代行部分について将来分支給義

務免除の認可を受け、平成２８年３月２８日付で基金の解散の認可を受け、これによ

り、平成２８年４月から確定拠出制度を設けました。なお、厚生年金基金については、

現在、清算に向け手続中です。 

畜産勘定、砂糖勘定、でん粉勘定及び肉用子牛勘定は、役職員の退職給付について

は運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付引当金は計上しておりませ

ん。 

行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第

３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上して

おります。 
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４ 法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 

砂糖生産振興資金 

   独立行政法人農畜産業振興機構法附則第６条第１項の業務に必要な経費等に充て

るため、財務及び会計に関する省令附則第２条第１項に定める基準に基づき計上して

おります。 

 

５ 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

  ① 取得差額がないもの 

    原価法（売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

  ② 取得差額があるもの 

    償却原価法（定額法、売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

（２）関係会社株式 

   移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）によってお

ります。 

なお、取得原価と持分相当額との差額は、投資評価引当金として計上し、翌期に洗

替えております。 

（３）その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法によっております。 

 

６ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

 

８ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 政府出資の機会費用の計算に使用した利率 

   １０年利付国債の平成３０年３月末利回りを参考に０.０４５％で計算しておりま

す。 

 

９ リース取引の処理方法 

  リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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10 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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注記事項 

 

１ 貸借対照表 

（１）財源措置が運営費交付金によって行われる賞与引当金の見積額 

                                  103,563,413 円 

（２）財源措置が運営費交付金によって行われる退職一時金に係る退職給付引当金の見積

額                                             1,321,467,580 円 

（３）固定資産（電話加入権）の減損について 

   ①減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

種 類 １回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳簿価額 

電話加入権     13,812 円 149 回線   2,058,100 円 

②減損の認識に至った経緯 

     市場価格が下落している状況にあるため。 

   ③損益計算書における計上金額 

     回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失は計上してお

りません。 

   ④回収可能サービス価額の概要 

     NTT 東日本の公定価格 38,880 円（１回線当たり）を再調達額とした使用価値

相当額が正味売却価額（223 千円）を上回るため、使用価値相当額（5,793 千円）

を回収可能サービス価額としております。 

 

２ 損益計算書 

  ファイナンス・リースが損益に与える影響額は 2,573 円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は 1,374,945,788 円であります。 

 

３ キャッシュ・フロー計算書 

資金の期末残高の貸借対照表上の科目 

現金及び預金       386,322,809,042 円 

うち定期預金             171,600,000,000 円 

（差引）資金残高      214,722,809,042 円 

 

４ 行政サービス実施コスト計算書 

  行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額 

              計上額              △55,152,426 円 

       うち国からの出向職員分     12,330,625 円 
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５ 有価証券関係 

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの              （単位：円） 

区   分 
期 末 に お け る 

貸借対照表計上額 
期末における時価 差    額 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 
69,217,530,862 71,937,425,000 2,719,894,138 

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの 
6,197,883,990 6,161,250,000 △36,633,990 

合   計 75,415,414,852 78,098,675,000 2,683,260,148 

 

（２）事業年度中に売却した満期保有目的の債券            （単位：円） 

区    分 売却原価 売却額 売却損益 売却理由 

国債・地方債等 

社債 

3,899,712,791 

1,799,713,832 

3,969,058,000 

1,836,409,000 

69,345,209 

36,695,168 

支 払 資 金 確 保 の

ため 

合    計 5,699,426,623 5,805,467,000 106,040,377  

    

（３）時価評価されない有価証券                   （単位：円） 

区       分 貸借対照表計上額 

① その他の有価証券 

○ 非上場株式 

 

2,245,574,071 

合       計 2,245,574,071 

② 関係会社株式 

 ○ 関連会社株式 

 

5,878,798,172 

合       計 5,878,798,172 

 

（４）満期保有目的の債券の期末日後における償還予定額        （単位：円） 

区    分 １  年  以  内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10  年  超 

国債・地方債等 

社債 

10,100,000,000 

800,000,000 

28,600,000,000 

5,300,000,000 

22,650,000,000 

3,400,000,000 

4,600,000,000 

0 

合    計 10,900,000,000 33,900,000,000 26,050,000,000 4,600,000,000 

※国債・地方債等＝国債、地方債、政府保証債、財投機関債 

 

６ 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

   役員について役員退職手当支給規程、職員については職員退職手当支給規程による

退職一時金制度及び確定拠出制度を設けております。 

役員及び職員に対して厚生年金基金制度を設けておりましたが、厚生労働大臣から

平成２６年１０月１日付けで厚生年金基金の代行部分について将来分支給義務免除
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の認可を受け、平成２８年３月２８日付で基金の解散の認可を受け、現在、清算に向

け手続中です。 

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（（４）に掲げられたものを除く）

期首における退職給付債務 1,908,405,000 円

期末における退職給付債務 1,908,405,000 円

（３）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 1,908,405,000 円 

期末における年金資産 1,908,405,000 円 

（４）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 1,869,078,862 円 

退職給付費用 237,577,707 円 

退職給付引当金戻入益 △ 140,508,104 円

退職給付への支払額 △ 98,830,803 円

期末における退職給付引当金 1,867,317,662 円 

（５）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 1,908,405,000 円

年金資産 △ 1,908,405,000 円

積立金制度の未積立退職給付債務 0 円

非積立型制度の未積立退職給付債務 1,867,317,662 円

小計 1,867,317,662 円

運営費交付金の財源措置があるため

引き当てなかった額 △ 1,321,467,580 円

貸借対照表に計上された負債と資産

の純額 545,850,082 円

退職給付引当金 545,850,082 円

貸借対照表に計上された負債と資産

の純額 545,850,082 円
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（６）退職給付に関連する損益 

 

 

（７）確定拠出制度 

拠出額                            28,383,933円 

 

７ 持分法損益等 

（１）関連会社に対する投資の金額                        5,878,798,172 円 

（２）持分法を適用した場合の投資の金額                         8,904,513,729 円 

（３）持分法を適用した場合の投資利益の金額                      187,754,041 円 

 

８ 金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、短期的な資金運用については独立行政法人通則法第４７条の規定等に基

づき、金融機関への定期預金等で行っております。また、１年を超す資金運用につい

ては、同規定等に基づき国債・地方債等で行っております。 

なお、交付金の支払資金の一時不足となる場合に、主務大臣により認可された借入

限度額の範囲内で、金融機関からの借入により資金を調達しております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めておりません（（注２）参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職給付費用 237,577,707 円 

運営費交付金の財源措置があるため

繰入できなかった額 

 

△ 160,014,953 円 

支出時に費用処理した額  

 職員の退職一時金 86,989,900 円 

合計 164,552,654 円 

退職給付引当金戻入益 △140,508,104 円 

運営費交付金の財源措置があるため

戻し入れできなかった額 

 

 140,508,104 円 

合計 0 円 
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（単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1)現金及び預金 386,322  386,322 － 

(2)未収金 2,313 2,313 － 

(3)有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 75,415 78,098 2,683 

(4)短期借入金 （21,464） （21,464） （－） 

(5)売買事業費未払金 （1,043） （1,043） （－） 

(6)未払金 （14,181） （14,181） （－） 

（注）単位未満を切り捨てて記載しております。 

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 未収金、(4) 短期借入金、(5)売買事業費未払金及び

(6)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記は、「５ 有価証券関係」を参照下

さい。 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 2,245 百万円）及び関係会社株式（貸借対照

表計上額 5,878 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象とはしておりません。また、受入保証金（貸借対照表計上

額 2,914 百万円）については、返還時期の確定が行えないため、将来キャッシ

ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、時価開示の対象とはしておりません。 
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９ 不要財産に係る国庫納付 

区 分 内 容 

(1) 不要財産として

国庫納付等を行っ

た資産の種類、帳

簿価額等の概要 

① 資産の種類

畜産業振興資金

（畜産自給力強化緊急支援事

業） 

② 帳簿価額

594,269,585 円

① 資産の種類

畜産業振興資金

（畜産経営維持緊急資金融通

事業） 

② 帳簿価額

6,957,423 円

(2) 不要財産となっ

た理由 

平成２１年度補正予算事業に

ついては、交付要綱において残

余を国に納付することとなって

いるため、予め返還金等につい

ては国庫納付を行うものとして

管理。 

平成２１年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

(3) 国庫納付等の方

法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入による

現金納付等を行っ

た資産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等に当

たり譲渡収入によ

り控除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等の額 594,269,585 円 6,957,423 円 

(7) 国庫納付等が行

われた年月日 
平成２９年１０月３１日 平成２９年１０月３１日 

(8) 減資額 無し 無し 

17



区 分 内 容 

(1) 不要財産として

国庫納付等を行っ

た資産の種類、帳

簿価額等の概要 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（肉用牛肥育経営緊急支援事

業） 

② 帳簿価額 

107,791,706 円 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（原子力発電所事故被災者稲

わら等緊急供給支援対策事

業） 

② 帳簿価額 

671,329 円 

(2) 不要財産となっ

た理由 

 

平成２３年度予算により措置

された当該事業については、交

付要綱において残余を国に納付

することとなっているため、予

め返還金等については国庫納付

を行うものとして管理。 

平成２３年度予算により措置

された当該事業については、交

付要綱において残余を国に納付

することとなっているため、予

め返還金等については国庫納付

を行うものとして管理。 

(3) 国庫納付等の方 

法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入による

現金納付等を行っ

た資産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等に当

たり譲渡収入によ

り控除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等の額 107,791,706 円 671,329 円 

(7) 国庫納付等が行

われた年月日 

平成２９年４月２７日 

平成２９年７月３１日 

平成２９年１０月３１日 

平成３０年１月３０日 

平成３０年１月３０日 

(8) 減資額 無し 無し 
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区 分 内 容 

(1) 不要財産として

国庫納付等を行っ

た資産の種類、帳

簿価額等の概要 

① 資産の種類

畜産業振興資金

（畜産経営力向上緊急支援リ

ース事業） 

② 帳簿価額

1,409,891,313 円

① 資産の種類

畜産業振興資金

（飼料自給力強化支援事業）

② 帳簿価額

85,541 円

(2) 不要財産となっ

た理由

平成２４年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

平成２４年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

(3) 国庫納付等の方

法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入による

現金納付等を行っ

た資産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等に当

たり譲渡収入によ

り控除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等の額 1,409,891,313 円 85,541 円 

(7) 国庫納付等が行

われた年月日 
平成２９年１０月３１日 平成２９年１０月３１日 

(8) 減資額 無し 無し 
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区 分 内 容 

(1) 不要財産として

国庫納付等を行っ

た資産の種類、帳

簿価額等の概要 

① 資産の種類

畜産業振興資金

（飼料穀物備蓄対策事業）

② 帳簿価額

7,462,971 円

① 資産の種類

畜産業振興資金

（畜産収益力向上緊急支援リ

ース事業） 

② 帳簿価額

342,286 円

(2) 不要財産となっ

た理由

平成２４年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

平成２５年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

(3) 国庫納付等の方

法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入による

現金納付等を行っ

た資産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等に当

たり譲渡収入によ

り控除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等の額 7,462,971 円 342,286 円 

(7) 国庫納付等が行

われた年月日 
平成２９年１０月３１日 平成２９年１０月３１日 

(8) 減資額 無し 無し 
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区 分 内 容 

(1) 不要財産として

国庫納付等を行っ

た資産の種類、帳

簿価額等の概要 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（畜産収益力強化緊急支援事

業） 

② 帳簿価額 

385,357 円 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（畜産高度化支援リース事

業） 

② 帳簿価額 

4,098,601,090 円 

(2) 不要財産となっ

た理由 

 

平成２６年度補正予算により

事業を特定して措置された当該

事業に係る返還金等については

不要であると認められるため。 

当該事業に係る返還金等につ

いては不要であると認められる

ため。 

(3) 国庫納付等の方 

法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入による

現金納付等を行っ

た資産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等に当

たり譲渡収入によ

り控除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等の額 385,357 円 4,098,601,090 円 

(7) 国庫納付等が行

われた年月日 
平成２９年１０月３１日 平成２９年１０月３１日 

(8) 減資額 無し 無し 

 

10 セグメント情報 

  すべての勘定は、それぞれ単一セグメントによって事業を行っているため、開示すべ

きセグメント情報はありません。 

 

11 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

12 重要な後発事象 

該当事項はありません。  
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